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一般社団法人 日本クレー射撃協会 

定款の施行についての細則 

 

第１章 総則 

第１条（総則） 

  この規程は、一般社団法人日本クレー射撃協会（以下「本会」という。）の

定款第 68条の規定に基づき、本会の円滑な運営に必要な事項を定めるものと

する。 

 

第２章 理事及び監事の選出方法と順序 

 

第２条（理事の選出方法と順序） 

 １ 本会の理事の配分は、以下のとおりとする。 

 （１）本条第２項で規定する各ブロックが理事候補者を選出するブロック 

選出理事 10名 

 （２）役員選考委員会が理事候補者を選出する学識経験者理事 10名 

２ 本条第１項第１号で選出されるブロック選出理事候補者のブロック別の 

 定数配分は以下のとおりとする。 

  ◆北海道・東北ブロック：２名 

（北海道、青森、秋田、岩手、山形、宮城、福島） 

  ◆関東ブロック：２名 

   （茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、神奈川、山梨、東京） 

  ◆東海・北信越ブロック：２名 

（静岡、岐阜、三重、愛知、新潟、富山、石川、福井、長野） 

  ◆近畿ブロック：１名 

（京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山、滋賀） 
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  ◆中国・四国ブロック：２名 

（鳥取、島根、岡山、広島、山口、香川、愛媛、徳島、高知） 

◆九州ブロック：１名 

（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄） 

３ 各ブロックは、ブロック選出理事候補者を選出する会議を開催し、前項に 

規定されたブロック別の配分に基づく各定数のブロック理事候補者を、本会 

が予め指定する日までに、各ブロックの正会員の中から選出する。 

４ 前項で選出するブロック理事候補者は、理事選任時に 70歳を超えてはな 

らない。 

５ 役員選考委員会は、第１項第２号で規定された定数の学識経験者理事候補 

 者を、本会が予め指定する日までに選出する。 

６ 役員選考委員会は、前項で選出する学識経験者理事候補者の内１名を、業 

 界友好団体関係者から選出する。 

７ 第３項で選出されたブロック選出理事候補者及び第５項で選出された学 

識経験者理事候補者は、社員総会において理事候補者として上程され、社員 

総会の決議により理事に選任される。 

 

第３条（理事の補充） 

１ ブロック理事に欠員が生じた場合、当該ブロックにおいて、再度、ブロッ 

ク選出理事候補者を選出する会議を開催し、欠員が生じた数のブロック理事 

候補者を、本会が予め指定する日までに、各ブロックの正会員の中から選出 

する。 

２ 役員選考委員会は、学識経験者理事に欠員が生じる場合に備え、予め、補 

欠学識経験者理事候補者１名を、前条第５項の学識経験者理事候補者を選任 

する時に選出する。 

３ ブロック理事に欠員が生じた場合は、第１項により選出されたブロック理 

事候補者を、学識経験者理事に欠員が生じた場合は、前項により選出された 
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補欠学識経験者理事候補者を、それぞれ、社員総会において理事候補者とし 

て上程するものとする。 

 

第４条（監事の選出方法と順序） 

 １ 役員選考委員会は、定款第 27条規定の３名以内の監事候補者を、本会が 

予め指定する日までに、選出する。 

２ 前項で選出された監事候補者は、社員総会において監事候補者として上程 

され、社員総会の決議により監事に選任される。 

 

第５条（監事の補充） 

１ 役員選考委員会は、定款第 27条に規定する監事に欠員（２名を欠ける場 

合）が生じる場合に備え、予め、監事候補者１名を、本会が予め指定する日 

までに選出する。 

２ 監事に欠員が生じた場合、前項により選出した監事候補者を、社員総会に 

おいて監事候補者として上程するものとする。 

 

第６条（役員選考委員会規程） 

  役員選考委員会の構成及び運営等については、理事会が別に定める役員選

考委員会規程による。 

 

第７条（資格審査委員会規程） 

  資格審査委員会の運営等については、理事会が別に定める資格審査委員会

規程による。 
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第３章 専門委員会 

 

第８条（専門委員会） 

  当会は、定款第 62 条の規定に基づき、以下の委員会を設けるものとする。 

 １ 総務委員会（広報・倫理・資格審査・渉外含む） 

 ２ 競技委員会（国体含む） 

 ３ 審査委員会（検定・段級位審査含む） 

 ４ 強化委員会（医科学含む） 

 ５ 役員選考委員会 

 

第９条（専門委員会の業務） 

  前条で規定する専門委員会は、それぞれ、以下に記載する事業及び業務を

行う。 

 １ 総務委員会 

（総務部門） 

ア 本会各委員会の統括並びに役員の業務分担に関する事項 

イ 総会、理事会等の開催に関する事項 

ウ 専門委員会に属さない会議に関する事項 

エ 加盟地方協会に対する連絡業務 

オ 本会会計及び事務局に関する事項 

カ （公財）日本体育協会、（公財）日本オリンピック委員会等上部団体と 

の連絡・折衝、主管官庁との連絡・折衝 

キ その他、総務に関する事項 

 

（広報部門） 

ア 機関誌や協会ホームページの編集・管理・発行 

イ クレー射撃に関する広報及び啓蒙活動に関する事業 
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ウ 広報に関する報道関係との折衝及び懇談 

エ その他、広報に関する事業 

 

 （倫理部門） 

ア 本会会員に対する倫理意識啓蒙活動の実施 

イ 本会及び加盟団体の綱紀粛正の実施状況についての調査 

ウ 倫理規定違反会員に関する事実調査 

エ （公財）日本体育協会及び（公財）日本オリンピック委員会の指導に 

  基づく倫理関係規定の整備制定 

オ その他、倫理に関する事項 

 

 （資格審査部門） 

ア 登録会員資格審査に関する事業 

イ 国際射撃スポーツ連盟（ISSF）、（公財）日本体育協会及び（公財）日 

本オリンピック委員会の指導に基づく資格審査 

ウ その他、資格審査に関する事項 

 

 （渉外部門） 

ア 警察庁を始めとする関係官庁との折衝 

イ クレー射撃に関する国内外の情報収集 

ウ 来日クレー射撃関係者の対応 

エ 各種国際団体との連絡・交流に関する事項 

オ 各種訴訟への対応 

カ その他、渉外に関する事項 
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 ２ 競技委員会 

 （競技部門） 

ア 各種競技大会の企画立案及び実施運営 

イ 競技大会における記録の公認 

ウ その他、競技に関する事項 

 

 （国体部門） 

ア 国体への参加や競技運営に関する事項 

イ 国体開催準備に関する事項 

ウ その他、国体に関する事項 

 

 ３ 審査委員会 

 （審査部門） 

ア 公認審判員の養成並びに資格の認定 

イ 公認射撃場指導員の養成並びに資格の認定 

ウ 各種競技大会の審査団の委嘱及び派遣 

エ 競技規則集の編集、発行 

オ その他、審査に関する事項 

 

 （検定部門） 

ア 装弾やクレー標的の検定 

イ 射撃場やクレー放出機・スコア・ボードの検定 

ウ その他、検定に関する事項 

 

 （段級位審査部門） 

ア 各種競技大会における段級位の審査及び認定 

イ 名誉段位の審査及び認定 
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ウ その他、段級位審査に関する事項 

 

 ４ 強化委員会 

 （強化部門） 

ア 競技力向上のための調査研究及び技術指導 

イ 選手強化事業に関する情報の収集 

ウ 強化選手の選抜並びに、強化指導と育成 

エ 国際大会派遣代表選手、役員・コーチの選抜及び派遣 

オ 強化指導事業に従事するコーチ、指導者の養成と養成機関への推薦 

カ 外国優秀コーチの招聘 

キ （公財）日本体育協会及び（公財）日本オリンピック委員会の選手強 

化関係機関への参画 

  ク その他、強化に関する事項 

 

 （医科学部門） 

  ア アンチ・ドーピングに関する啓蒙活動 

  イ ドーピング検査事業の実施 

  ウ JADAとの連携や情報共有 

  エ 競技力向上に資する医科学分野の調査研究 

  オ 競技力向上に資する医科学分野の情報収集 

  カ その他、医科学やアンチドーピングに関する事項 

 

 ５ 役員選考委員会 

  ア 学識経験者理事候補者の選出 

  イ 補欠学識経験者理事候補者の選出 

  ウ 監事候補者の選出 

  エ 補欠監事候補者の選出 
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オ その他役員の選考に関する事項 

 

第 10条（委員会規程） 

  前条で規定する専門委員会の内、役員選考委員会、資格審査委員会を除く

各委員会の構成及び運営等については、理事会が別に定める委員会規程によ

る。 

 

 

附 則 

 

（１）平成 26年 9月 1日より施行 

（２）平成 27年 12月 10日より改正施行 

（３）平成 28年 5月 10日より改正施行 

（４）平成 30年 3月 12日より改正施行 

＊但し、専門委員会に関する事項については、その運用を平成 30年 6月、 

定時社員終了後とする。 


